
   益城町クーリングシェルター指定要綱 

 

令和７年６月２３日告示第１０６号    

 （目的） 

第１条 この要綱は、気候変動適応法（平成３０年法律第５０号。以下「法」

という。）第２１条の規定に基づく指定暑熱避難施設（以下「クーリングシェ

ルター」という。）の指定（以下「本指定」という。）について必要な事項を

定め、熱中症による健康被害の発生を防止することを目的とする。 

 （指定要件） 

第２条 本指定を受けることができる施設は、次の各号の要件を全て満たす町

内の施設、店舗等とする。 

 （１） 適当な冷房設備を有すること。 

 （２） 熊本県に熱中症特別警戒情報が発表された場合に、開放可能日時に

おいて当該施設等を町民等に開放することができること。 

 （３） 町民等の滞在のために必要かつ適切な空間を確保すること。 

 （４） 町長と施設等の管理者（以下「施設管理者」という。）との間におい

て、別に定める指定及び運用に関する協定を締結し、施設管理者がその内

容を履行できること。 

 （運用期間） 

第３条 クーリングシェルターの運用期間は、国の熱中症警戒情報の運用期間

と同一期間とする。なお、施設の開放可能日及び時間帯は施設の状況に応じ、

次条により提出された別記第１号様式に記載されたとおりとする。 

 （指定申請） 

第４条 本指定を受けようとする施設管理者は、益城町クーリングシェルター

指定申請書（別記第１号様式）に必要事項を記入のうえ、町長へ提出するも

のとする。 

２ 町長は、前項の申請により審査を行い、適当と認めたときは当該施設をク

ーリングシェルターとして指定するものとし、益城町クーリングシェルター

指定書（別記第２号様式。以下「指定書」という。）を交付する。 

 



 （施設の協力事項等） 

第５条 クーリングシェルターに指定された施設は、町長の要請に応じ可能な

範囲で次に掲げる事項について協力を行うものとする。 

 （１） クーリングシェルター案内ポスター、のぼり旗等の掲示 

 （２） 熱中症予防に関する啓発チラシの掲示 

 （３） その他町長が必要と認める事項 

 （協定の有効期間） 

第６条 第２条第４号に基づく協定の有効期間は、次に掲げる区分に応じ、当

該各号に定めるものとする。 

 （１） 初年度 協定締結日から熱中症警戒情報の運用期間が終了する日ま

で 

 （２） 翌年度以降 熱中症警戒情報の運用期間 

２ 前項各号の期間満了の１か月前までに協定の更新をしない旨の申出がなか

った場合には、引き続き同一の条件で１年間更新されるものとする。 

 （指定内容の変更） 

第７条 施設管理者は、クーリングシェルターの指定内容に変更が生じた場合

は、速やかに、益城町クーリングシェルター指定事項変更届出書（別記第３

号様式）に必要事項を記入のうえ、町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項の届出があった場合は、速やかに審査を行い、適当と認めた

場合は、益城町クーリングシェルター指定事項変更承認通知書（別記第４号

様式）により当該施設管理者に通知するものとする。 

３ 町長は、前項の規定により変更を認めた場合において、施設名又は所在地

の変更を伴うときは、新たな指定書を交付するものとする。 

 （指定の取消し） 

第８条 施設管理者は、益城町クーリングシェルター指定取消申出書（別記第

５号様式）により、指定の取消しを申し出ることができる。 

２ 町長は、前項の申出があった場合は、審査を行い、益城町クーリングシェ

ルター指定取消通知書（別記第６号様式）により当該施設管理者に通知する

ものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、町長は、法第２２条の規定により、クーリン



グシェルターの指定を取り消すことができる。 

 （電子情報処理組織による申請、届出及び通知） 

第９条 第４条から前条までの規定による申請、届出及び通知については、同

条の規定にかかわらず益城町行政手続等における情報通信の技術の利用に関

する条例（平成１７年益城町条例第２号）及び益城町行政手続等における情

報通信の技術の利用に関する規則（平成１７年益城町規則第２号）で定める

電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる。 

 （協議） 

第１０条 本要綱に定めのない事項又は本要綱に定める事項について疑義が生

じた場合は、町長と施設管理者とが協議のうえ、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 


